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第７章   今後の課題 
 

 

１． 事業化に向けて 

秋田市ポートタワーの改修、道の駅化など、本プランを実現化していくためには、既往の

制度等との兼ね合いによる解消するべき課題があります。 

 このため、事業の実現のために、国、県などとの連携により、協働で取り組んでいくこと

が必要となります。 

     

 

 

２． 支援体制の構築に向けて 

     事業実現のためには、港湾管理者、道路管理者などとの連携はもとより、地域住民の方々、

指定管理者など、にぎわいを創出するための継続的な協働体制を構築することが重要となり

ます。 

     とくに、ソフト、ハートづくりの取り組みにおいては、秋田市ポートタワー周辺、ひいて

は土崎地区等のにぎわいを創造したいと考える個人や団体等の集結による新たな組織体等の

形成を図ること、そのためのきっかけづくりを行うことが重要となります。 

     事業具体化の第一歩となる平成２０年度には、地域住民の方々、各種団体、秋田港周辺地

域のにぎわい創出を目指す方々への呼びかけなどにより、新たな組織づくりを進めるととも

に、その組織において、できることから新たな取り組みを実践します。 

      

 

 

３． 事業の検証 

コンテナ便の拡充、（仮称）北部地域市民サービスセンターの建設など秋田市ポートタワー

をとりまく情勢の変化に対応し、常ににぎわい創出の観点から、情勢の把握を行いながら、

事業を検証し、必要に応じて計画を見直します。 
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